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Executive Summary 

 

本レポートは、第 5期科学技術基本計画が目指す「超スマート社会」に向けて、我が

国の科学技術施策による社会変革の展望について述べるものである。とくに近年の情報

科学技術の進展は、社会構造、産業構造、研究開発に革新的な変化をもたらすだろう。

そのために必要な施策案について述べる。 

今日、情報科学技術の進展は目覚ましく、その高度化と社会への普及はいっそう進ん

でいる状況にある。データ処理技術や通信技術の進展とともに、ネットワークへ接続さ

れる機器の数が増大し、2020 年には 500 億端末に上るといわれている。これに伴い、

IoT、M2M といった技術やクラウド環境の整備が進み、モノのデータをサイバー空間上

で収集・分析し、その結果をもとに物理世界をアクチュエートする（影響を与える、作

用する）といった一連のサイクルが実現可能となっている。 

これにより、ビジネスの手法、考え方も変わってきている。これまでは、モノに付随

する形で価値が提供されてきたが、モノを通じたサービスによって価値が提供されるよ

うになってきた。また、サービスの提供に主眼を置き、多様な機能を組み合わせてシス

テムを構成する、SOA（Service Oriented Architecture）といった新たな概念に基づい

たビジネスが展開され始めている。 

こうした情報科学技術の進展を背景に、社会・経済インパクトを強力に引き起こすイ

ニシアティブが出現している。機器の運用保守や効率化、新たな価値創造を目指す GE

の Industrial Internet や、機器間から工場間までを連携させ製造業の変革を狙うドイ

ツの Industrie 4.0 はその顕著な例である。 

こうした変化は社会、生活の場でも起きている。例えば、スマートフォンや PC を通

じてインターネットに接続する人口は 2015 年には 55 億人、SNS 利用者は 2017 年には

23 億人に上るとされ、コミュニケーションの基盤が物理社会からサイバー空間上へと

広がりつつある。 

 このように、社会のあらゆる面でサイバー化が進展し、その結果、物理社会とサイバ

ー空間の融合・一体化した超サイバー社会、「REALITY2.0」（第 2 章参照）が出現し、

巨大なイノベーションが生まれるとともに、既存の価値観、社会規範が変貌していく可

能性がある。そのため、科学技術施策が、従来の分野別研究の掘り下げの強化にとどま

るのではなく、科学技術を適切に、タイムリーに、効率よく社会に適用する仕組みを確

立する事が肝要になる。それが、社会における機能をエコシステムとしてそろえ、必要

に応じて動的に機能群を提供していくサービスプラットフォームの確立が望まれる。こ

のサービスプラットフォームの共通基盤技術を確立することで、科学技術の社会適用が
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促進されるとともに、新しい産業群を生み出す構造を社会に構築できる。この世界感が

「RELITY2.0」である。そのため、今こそ、人文・社会科学と一体的に「REALITY2.0」

に向けた科学技術政策的手段を打たなくてはいけない。 

具体的には、次の 4 つの層に分類される 6 つの施策である。 

 

I. 科学技術の社会適用の層 

(施策 1) 機能のエコシステムを実現する社会サービスプラットフォームの実現 

(施策 2) 科学技術の社会適用橋渡し基盤 

(施策 3) 社会適用のフィードバックの科学と実践 

II.革新的 e-サイエンス統合プラットフォームの層 

(施策 4) 革新的 e-サイエンス統合プラットフォーム 

III. 戦略的科学技術研究事業の層 

(施策 5) 戦略的科学技術研究事業 

IV. 革新的フロンティア開拓萌芽研究の層 

(施策 6) 革新的フロンティア開拓萌芽研究 

 

 

 

(以上) 
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1. 情報科学技術の進展とその役割の変遷 

(A) 情報科学技術の進展 

1 年半から 2 年毎に半導体の集積度が 2倍になるというムーアの法則が 1965 年に提

唱されて以来、過去 50年にわたるコンピューターの年率 70%の性能向上、価格低減の

もたらした影響は劇的なものであった。最も大きな変化は、価値の所在の変化である。

つまり、価値が従来のモノの世界から、モノと融合したサービスに移ってきた。インタ

ーネットの登場とともに、様々なサービスがネットワーク越しに提供されるサービスモ

デルに変化していった。サービスデリバリープラットフォームとしてのクラウドコンピ

ューティングや、サービスを介して得られる多量のデータの処理、解析技術がビッグデ

ータとして進展している。そして、機器やシステムの知能化（スマート化）が人工知能

の発展とともに一気に進む状況になっている[1]。 

 

 

 

図 1 情報科学技術の進展 

 

（B）情報科学技術の役割と対象分野 

情報技術の近来、引き続いてきた指数関数的な成長により、その役割が従来のビジネ

スのクリティカルインフラとしての機能（第 1段階）から社会のクリティカルインフラ
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としての機能（第 2段階）、そして、森羅万象（人間、機械、モノ）の融合による価値

創造段階（第段階）へと進みつつある。（図 2参照） 

 

 

 

図 2 情報科学技術の役割の変遷 

 

最も重要なのは、第 1段階から第 2 段階への変化は、確実にこの５年以内で進んでい

くことである。これは情報技術の進展だけで実現される訳ではなく「科学技術の社会適

用の科学」と政策を同時に確立しなければ実現できない。この第 2 段階を成功させるこ

とによって、社会コストの大幅な低減による財政の健全化、さらに、新規産業や新規ビ

ジネスの加速が期待される。重要なのは、現時点が、これらにより国力や社会の成長の

可能性（成熟度、幸福度等）に決定的な差が生じる分岐点であることである。その意味

で、情報技術と社会の成果を手に入れられるかどうかの政策実現の時期は Point of no 

return を迎えていると言えるであろう。つまり、待ったなしの状態である。 

さらに、第 3 段階の知、森羅万象、人類にわたる科学技術の挑戦は、端緒についたば

かりである。世界でもこの方向への努力が始まっている。この分野の萌芽的研究を戦略

的に行うことによって、我が国を新しい科学技術分野のフロントランナーとして位置づ

ける事ができる。 

 

2. 提言施策が影響を及ぼす重点的な対象 

この節では当提言が重点的に対象とする領域を記述する。図 3.1 は、Industrie 4.0

において、科学技術の成熟度に対する産業領域の位置づけがどのように変わりうるかを



   
 

2015/08/19 (original on 2015/4/24) 6

示したものである。価値の源泉がモノの世界からサービスの世界に移ることやオープン

なプラットフォームなどの形態を取っているかなどが鍵になる。  

 

図 3.1 科学技術の成熟度とこれからの革新が起きる分野 

 

その意味で、科学技術の成熟度がまだ十分ではなかった産業領域（製造業、ヘルスケ

ア、流通、地方自治など）やエネルギー、社会インフラの分野において、科学技術の社

会適用サービスプラットフォームの実現により、革新を起こし、社会コストの大幅な削

減や新しい産業、雇用を生み出す。さらに機能のエコシステムを社会的に実現すること

によるインパクトや現場での効率性や生産性の向上が期待できる。例えば、ドメイン毎

に社会コスト（社会的費用）の数 10%の削減などである。このように大きく影響を受け

る分野としては、教育、サイエンス、政策、Funding Agency などもあるだろう。 

さらに、図 3.2 のように、従来、科学技術の社会適用がまだ進んでいなかった分野や

人や組織に焦点をあて、この領域の人や組織の質を向上し、新たなサービスの創出とこ

ころ豊かな社会を実現する。先進的な大企業や企業グループにおいては、先端的技術者

群、豊富な資金などを背景に先進的な情報技術への投資と応用によって、構造革新やイ

ノベーションの促進を迅速に行ってきた。しかし、多くの大企業や企業グループ、そし

て、社会・産業を支えてきたマジョリティーの層（中小企業、地方自治体、教育機関）

などは、このような科学技術の革新の適用から取り残されてきた。これは職種について

もいえる。例えば、看護師、介護士、ヘルパー、建設作業員等である。これらの層は、

日々の細分化された個別活動に従事している。しかし、これらの職種では、統合的サー
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ビス（ファイナンス、社会的保証、教育、仕事斡旋、保険、評価など）が提供されにく

く、社会的・経済的にも機会損失が発生している。 

 

図 3.2 科学技術の社会適用の度合いからみた成長分野 

 

そのため、クラウドコンピューティングなどで実現されるプラットフォームにある領域

の人や組織（自治体、中小企業、製造業、ヘルパー、建設作業員）を束ねる事により、

その層に必要な機能を共通サービスとしてプラットフォームとして提供していく。この

ことによって、機能の標準化にともなうプロセスやデータの標準化、質の高度化、新た

なサービスの創出などが促進されていくことになる。さらに、データがプラットフォー

ムを通して蓄積され、ビッグデータ的解析と最適化とサービスの向上、ひいては地位の

向上が図られる。 

 

3. 科学技術施策の基本概念 

 現在、急速に発展する科学技術の進歩を担保しながら、その社会適用をタイムリーに

適切に行い、さまざまな社会課題の解決に寄与する事が求められている。そのために、

社会適用の科学の確立とその実践、フィードバック、そのための政策、制度設計、社会

受容性、アカウンタビリティーを担保するための社会システムを自然科学と人文・社会

科学と一体となって形成しなければならない。そのような観点から科学技術による社

会・経済インパクトを最大化するために科学技術施策の基本概念を下の図 4 の 4つの層

として考える。 
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図 4 情報科学技術の施策の位置づけ 

 

つまり、 

 

I. 社会・経済インパクトを最大化する社会適用の科学と実践、 

II. R&D を革新的に促進する e-サイエンス統合プラットフォーム、 

III. 科学技術そのものに関する戦略的研究、 

IV. 科学技術のフロンティアを開拓する戦略的萌芽研究の層からなる。 

 

I と II の層は統合化の層、III と IV は要素技術の層といえる。さらに、I の社会適用

の科学と実践の層からのフィードバックループが各層にもたらされる事が要となって

いる。 
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4. 科学技術施策の位置づけ 

 

図 4 に示される I. 科学技術の社会適用、II.革新的 e-サイエンス統合プラットフォ

ーム、III. 戦略的科学技術研究事業、IV. 革新的フロンティア開拓萌芽研究の各層で

の施策を述べる。 

 

I の科学技術の社会適用の層では、科学技術の社会適用の仕組みを確立し、社会、産業、

生活の構造の革新的変化を起こし、誰もが科学技術のイノベーションを享受できる社会

構造を創出する。つまり、この層は、社会適用の科学を追究するものである。この層は、

次の 3つの施策から成り立つ。 

 

I. 科学技術の社会適用の層 

(施策 1) 機能のエコシステムを実現する社会サービスプラットフォームの実現 

(施策 2) 科学技術の社会適用橋渡し基盤 

(施策 3) 社会適用のフィードバックの科学と実践 

 

（施策 1）の社会サービスプラットフォームについては、いきなり社会全般にわたる統

一的なサービスプラットフォームの構築を目指すのではなく、ドメイン（① 超スマー

ト製造社会システム [7]、② 超スマートヘルスケアシステムなど）ごとにサービスプ

ラットフォーム構築事業から進めるのが現実的である。このとき、各社会システムを

種々のポイントソリューションの寄せ集めといったボトムアップのアプローチをとる

のではなく、トップダウンに目標を定めて実行するようなプログラムが必要である。例

えば、あるドメインの社会コストを 10％下げるというようなマイルストーンと目標を

決めた統合的プロジェクトの実行などである。このようなアプローチは、

Performance-Based Research Funding System (PRFS)のように近年議論されている[13、 

14]。そのとき、納得の得られる社会コストやインパクトをどのように設定し、計測す

るのかも視野にいれなければならない。そして、このドメイン毎のサービスプラットフ

ォームも将来の統合化された社会サービスプラットフォームのために、共通のアーキテ

クチャーをもったプラットフォームとして設計・構築される必要がある。これが③ 社

会サービスプラットフォーム基盤研究の成果として提供されるものである。さらに③の

実現を図る④ REALITY2.0 サービスプラットフォーム構築が必要である。この③と④の

サービスプラットフォーム基盤技術が施策 1 の各ドメイン毎のプラットフォームや下

記の施策 2 の社会サービスプラットフォームや、施策 4 の e-サイエンス統合プラット
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フォーム構築の際の共通基盤技術となる。このことによって、様々なサービスプラット

フォームが共通の仕組みを持つことで、将来の統合化や解析や国の施策の適用などがは

るかに簡単になる事が期待される。 

 

（施策 2）の科学技術の社会適用橋渡し基盤については、地方創成もにらんだ社会適

用に向けた産・学・官の個人、組織の融合的ネットワーク（ファブリック1）を構成し

イノベーションを促進する① イノベーション創出の共創の場プラットフォームの構築

がある。このプラットフォームでは、さらに、アイデア、技術、実証、ビジネスに向か

う一連のプロセスを機能のエコシステムとして提供する。このことによって、科学技術

の社会適用に優れた人材の育成にもつながる。 

 

（施策 3）の社会適用のフィードバックの科学と実践では、科学技術の社会・経済への

インパクトのモデル構築と継続的改変によって、科学技術投資の社会に対するアカウン

タビリティーを担保し、インパクトを最大化するための政策研究を行う① 社会・経済

インパクトモデルと政策研究が必要である。さらに、（施策 1）、（施策 2）の社会適

用に対するフィードバックループを確立し、科学技術の社会適用施策の社会に対するア

カウンタビリティーを担保する。このための② 社会適用フィードバックの科学の促進

を行う。社会適用には必ず負の側面がでてくる。情報操作、制度、法における変化の時

定数と自然科学の変化の時定数の極端な差がもたらす不利益2、不合理、グローバルな

性格を持った自然科学の性質と、社会・経済というローカルな場のギャップから生ずる、

不利益、不合理など戦略的に研究されなければならない。さらに、データが資源となる

時代において、データや解析技術・インフラを持つもの持たざるものの格差が社会、組、

個人の間で歴然としてくる。このとき、情報操作、セキュリティー、プライバシー、レ

ジリエンシーの実践的研究や、この格差を利用することによる社会的不合理を回避する

施策が必須になる。また、社会適用のための制度、法、プラットフォームの社会的・経

済的インパクトのモデルとその測定、改変、情報操作、防止の施策、レジリエンシーな

ど社会適用のためのアカウンタビリティーを担保し、社会のリスクコントロールも行う

ものである。近年、大規模なデータと実証実験や大規模投資や先端的技術の集中投資を

伴う事業（e.g. 薬開発、情報産業における大衆向けコンテンツサービス）などでは、

                                            
1 ここで、ファブリックと呼んでいるのは、いろいろな地方や場所、状況で展開されるプラットフォーム

を統合的に連携させるものである。 
2 つまり、科学技術の進展のスピードに対して、社会制度、法の変化は遅い。また、新しい考え方（例えば、サービス

化やシェアリングエコノミーなど）の社会的受容も遅いと考えられる。すると、これらの差がディジタルディバイドや

持つ者、持たざる者の格差を極端に生み出す可能性がある。 
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情報を持つモノからの主張、標準化、情報操作等に対するエビデンスに基づいた対抗策

を打つのが難しくなっている。この事が国や社会や産業の将来の見えない損失として大

きなリスクとなってきている。このような事態への科学的アプローチを目指すものであ

る。 

さらに、自然科学の社会・組織・個人に対する影響はますます拡大していく。このと

き、人文・社会科学の分野と自然科学の分野の人たちが、共同の場を持ち、社会に対す

る信頼できる指針、考え方、問題の共有を図って行く必要がある。そのような場を作る

のが③ 人文・社会科学と自然科学の総合的実践（SSH（Social Sciences and Humanities）、 

ELSI（Ethics、 Legal and Societal Issues））[8]である。また、社会・個人・組織が

科学の成果をうまく取り込み、成熟度の高い賢い存在になるために、ヒューマニティー

による観点で次世代の育成、社会適用施策を考えていく場にもしていくことができる。 

 

施策１と施策 2が究極の REALITY2.0 の世界でどのように実現されるかは第 6章で詳述

する。これらの施策によって、従来の我が国の安心、安全、安定といった価値に、科学

技術のイノベーションの恩恵を社会すみずみまで蒙る構造を実現する。 

 

第 II 層は、科学技術の促進を革新的に担保する創造プロセスであり、（施策 4）革新

的 e-サイエンス統合プラットフォームの形で実現する。これは、情報科学技術のプラ

ットフォームの考え方、情報解析、センサー技術、計算能力などの飛躍的向上に伴い、

様々な分野の科学技術分野の研究を革新的に促進するものである。さらに、データ共有、

共同研究のあり方もオープンサイエンスの形で世界的に多くの成果を生み出している。

このように、R&D のためのプラットフォームを提供することによる、イノベーションの

加速、研究資源の最適化を図るものである。 

 

第 III 層は、各科学技術分野のコアリサーチを支え、（施策 5）戦略的科学技術研究事

業として実現される。 

 

第 IV 層では、（施策 6）革新的フロンティア開拓萌芽研究への焦点によって、我が国

が知のフロントランナーとして位置づけられる知の創造、社会助言サービスシステムを

確立する。この施策は、図 2の第 3段階の知、森羅万象、人類に対する貢献を図るもの

である。ヒューマニティーに根ざした知のコンピューティング（Wisdom Computing）、

森羅万象コンピューティングなどによる知の創造、REALITY2.0 の世界の実現を目指す
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ものである。このことによって、個人、社会、人類が賢く生きていく指針を得るもので

ある。 

 

5. 各施策のインパクトと研究課題のサマリー 

これらの 6 つの施策とサブプロジェクト群についてのロードマップとインパクトを

図 5 と図 6 に示している。（施策 5）と（施策 6）については、ITの分野を記述してい

る。 

 

 

 

図 5 各施策のサブプロジェクトのロードマップと期待されるインパクトの時期 

 

 

各施策のインパクトのサマリーを図 6 に示している。 

 

I.科学技術の社会適用の層について言えば、 

(施策 1) 機能のエコシステムを実現する社会サービスプラットフォームの実現 

(施策 2) 科学技術の社会適用橋渡し基盤 

(施策 3) 社会適用のフィードバックの科学と実践 

を実施することによるインパクトを挙げると次のようなものがあるだろう。 

 



   
 

2015/08/19 (original on 2015/4/24) 13 

(ア) 社会コストの 20%低減 （ヘルスケア、物流、エネルギーなど） 

(イ) 50%の新しい雇用創造 

(ウ) 賢い社会インフラの実現 （スマートコモンズ） 

(エ) 賢い判断と選択のできる社会のための助言サービスの実現 

(オ) 機械と人間の新しい関係の創出する科学と産業 

(カ) 新しい学問領域の創出（人間、社会の認知、受容、市場の科学） 

(キ) 社会・経済インパクト経済モデルの実現  

(ク) ヒューマニティーにもとづいた新しい科学アプローチ 

 

さらに、これらの層の研究課題について見ると次のものがあるだろう。科学技術の社会

適用の科学と実践については、近年、急速に焦点が当たってきた領域である。従来の確

立された研究領域の細分化する研究ではなく、統合化社会受容、行動変容、インパクト

創出といった新しい科学が必要である。さらに、サービスプラットフォームの新しい概

念に伴う研究も開拓されなければならない。下記に述べるような新たな研究分野が期待

される。 

一例を挙げれば、次のような研究領域が考えられる。 

(ア) 社会コストの見える化と最適化 

(イ)  Software Defined Society の研究 

(ウ)  REALITY2.0 でのアイデンティティー、セキュリティー、プライバシーの概念

の確立とその研究 

(エ)  50%の新しい雇用創造のための研究 

(オ)  賢い社会インフラの実現 （スマートコモンズ） 

(カ)  賢い判断と選択のできる社会のための助言サービスの実現 

(キ)  機械と人間の新しい関係の創出する科学と産業 

(ク)  REALITY2.0 時代での社会・経済インパクト経済モデルの研究 

 

第 II 層の革新的 e-サイエンス統合プラットフォームについていえば、 

（ア）分野融合による革新的な材料、薬の開発，適用 

（イ）共有研究基盤（計算インフラ、データ、機能分化，知材）による研究の加速と社

会適用の短縮化 

 研究にとって必要な共通機能の集約、共有化による研究促進が期待できる。共通機能

として、計算インフラ、データインフラ、エンジニアリング、知材、ファイナンス、ビ

ジネス化、プロトタイプ作成などがある。 
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 （ウ）新しい分野横断的な研究領域 

 （エ）SSH, ELSI が組み入れられた研究戦略と実行 

（オ）研究の適正な実行に関するガイドラインの効果的運用 

 

研究課題についてみると Material Informatics、Life Informatics、共有研究基盤

構築（計算インフラ、データ、機能分化）、新しいオープンデータプラットフォーム、

メタデータ、LOD、SSH, ELSI が組み入れられた研究戦略と実行等があるだろう。 

 

 

 

図 6 提言施策によるインパクト 

 

III. 戦略的科学技術研究事業、IV. 革新的フロンティア開拓萌芽研究の各層について

みると、 

• 新しい科学分野の創出と世界のフロンティアとなる（知のコンピューティング、

社会適用の科学、機能の科学、フィードバックの科学） 

• REALITY2.0 インフラ，サービス科学 

• IoT、次世代人工知能の第一線になる 

• 知の創造 
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• 大規模分散協調コンピューティング（フェデレーティッドコンピューティング、

森羅万象コンピューティング）の実現による社会・産業構造の変革 

• 新しいアイデンティティーの考えにもとづいたサービスの創成 

• REALITY2.0 実現技術（インプランタブルデバイス、仮想化、コンポーネント化

技術）に付随した新産業分野の創成 

• 知的サービスプラットフォームによる社会・個人の賢い判断の増進 

• 社会助言サービスシステムの実現による社会コストの大幅な提言と産業構造の

変革 

などのインパクトが考えられ、研究課題としては、 

施策 4は、 

• サービスプラットフォーム、サービスサイエンス 

• REALITY2.0 インフラ，サービス 

• 次世代人工知能、ディープラーニング、IoT、ビッグデータ，ヒューマンインタ

ラクション 

• セキュリティー，プライバシー, レジリエンシー 

• 集団行動特性把握技術 

施策 5は、 

• 知の創造 

• 大規模分散協調コンピューティング（フェデレーティッドコンピューティング、

森羅万象コンピューティング） 

• 新しいアイデンティティー研究 

• REALITY2.0 実現技術（インプランタブルデバイス、仮想化、コンポーネント化

技術） 

• 極低消費電力社会コンポーネント 

• 知的サービスプラットフォーム 

• 社会助言サービスシステム 

等が考えられる。これについては、Appendix で詳述している。 
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図 7 各施策の研究課題例 

 
6. 社会適用のためのサービスプラットフォーム施策の詳細 

 

ここでは REALITY2.0 の世界での社会適用に特に必須の（施策 1）と（施策 2）を詳述

する。 

情報技術によって社会や産業の構造を変える要点は、社会や産業に機能のエコシステム

を実現するサービスプラットフォーム（機能サービスプラットフォーム）を構築する

ことである。機能のエコシステムとは、サービスプラットフォームの上で様々な社会・

産業の構成要素が機能コンポーネントとして提供され、動的にそれらの機能コンポーネ

ントを構成し仮想的な経済単位や社会構成要素を作るものである。ここで機能は、領域

ごとに変わるが、例えば、中小企業にとっては、調査、ファイナンス、会計、企画、設

計、物流、調達、製造、法律、知材、法定文書作成、人事、情報技術環境、社員教育、

マーケティング、高度技術支援、コンサルティング等様々な領域が細粒度で機能として

プラットフォームで提供される。 
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図 8 機能のエコシステムを実現する社会サービスプラットフォーム 

 

この REALITY2.0 の世界に対して、実体定義レンズを介して見ると様々な実体が実現で

きることになる。このような実体を「機能のエコシステム」と呼ぼう。例えば、図 8の

REALITY2.0 の世界では、設計、法律、物流、法定文書作成、社員教育、人事、情報技

術環境、ファイナンス、高度技術支援、コンサルティング、マーケティング、印刷、調

達、製造など様々な機能がエコシステムとして提供されている。 

 

これに対して、図 9 のように、実体定義レンズを介して、この REALITY2.0 の世界を見

ると（アクセスすると）下の左や右のように、中小企業支援エコシステムが実現される。
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このように、REALITY2.0 の世界の上に多様な実体が実現されるのである。

 

 

図 9 実体定義レンズ（ポリシー）によって動的に構成される活動実体 

 

このとき、機能はサイバーの部分で処理されるものと実際のモノや人の動きを伴う部

分が一体化している。これが可能になるのは、情報技術のプラットフォームによってあ

る領域（例えば、中小企業、中小製造業者、介護事業者、物流業者、クリニック、中小

自治体、大学、高校、クリニック、看護師、建設作業員、介護士など）を束ね、サービ

スを標準化し提供することができるからである。そのことによってサービスの質を向上

させ、安価に提供でき、さらに、この仮想的に束ねられた層に新しいサービスを提供で

きる。このように束ねることによって、その領域に関するデータが継続的に収集、解析、

最適化が図られる。そして、高度な専門技術をこの領域のために開発、投資できること

になる。このように現在の社会の構造や産業の構造を組み替え、社会コストの大幅な低

減と新しい価値の創造が可能になることである。このことによって、従来、ICT の恩恵

を蒙っていなかったセグメントや集団や地方の革新的な変化を呼び起こすことができ

る。 

 このような社会構造をもたらすことが、上記のように、社会の効率化、生産性向上、

レジリエンシー、セキュリティーの向上をもたらす。そのために、このようなサイバー

とリアルの世界の一体化による社会的・経済的インパクトを大きくひきだすために、そ
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れらの実行者（政府、企業、個人）に対するインセンティブを喚起する施策が必要とな

るだろう。さらに、これらの実行者は多様なステークホルダーとなる。そのためこれら

のステークホルダーに対するアカウンタビリティーを担保するためのエビデンスとな

りうる指標の確立とそのための社会計測の技術が必要となる。さらに、この構造のもた

らす負の脅威にも触れておかなければならない。例えば、実体定義レンズの標準化、設

計、実装、運用に関しては、格別の注意が払わなければならない。なぜなら、この実体

定義レンズの悪意による操作、改変の可能性による社会的・経済的な負のインパクトが

もたらされる危険性があるからである。 

図10の第2段階から第3段階の変化は、この10年以内に到来するであろうREALITY2.0

の実現される中で起こると考えられる。REALITY2.0 とは、 図 10 のようにサイバーの

世界と物理的世界が融合して一つの有機体として機能し始める社会である。私たちの物

理的世界が現在の実体世界、すなわち REALITY1.0 である。つまり、 

REALITY1.0 + Cyber ＞̶ REALITY2.0  

 

である。 

 

 

図 10 REALITY2.0 世界の社会構造の革新 

 

新しい実体（REALITY2.0）のなかでの価値創造が鍵となる。上記の機能のエコシステム

では、機能が REALITY2.0 の実体として、すなわち、サイバーと物理的オペレーション

の融合として実現されている。そして、この世界では、機能のエコシステムがクラウド

コンピューティング上に実現されることから、機能を動的に構成し、一つの活動単位を

作ることができる。これを Software Defined Society と呼ぶ。つまり、ユーザーが設

定する実体定義レンズによって、動的に機能を統合し、活動組織を形成できる。この活
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動組織はサイバーのアプリケーションの融合だけではなく、サイバーとモノや人のオペ

レーションが一体となった REALITY2.0 の実体としての機能の融合である。 

REALITY2.0 の世界で留意すべきは、価値の所在の変化である。つまり、価値が従来

のモノの世界から、モノと融合したサービスに、そして、どのエコシステムに位置づけ

られるかという関係に存在するようになるのである。つまり、社会サービスプラットフ

ォームの上では、個人、組織の社会的価値やビジネス価値は、機能のエコシステムのな

かに位置づけられて実現される。 

 

6.2. (施策 2) 科学技術の社会適用橋渡し基盤の実現 

 

これは科学技術の社会適用を適切に適当なタイミングで、あらゆる社会層に行うため

のプロセス、拠点、プラットフォームの確立を目指している。このとき、科学技術を社

会課題に結びつけ、適用する人材育成も行われる。ヒューマニティーに根ざし、高い倫

理観を持って社会や制度設計と実装を行う人材の育成を図る。そのために、地方におい

ても研究者と若い世代を社会課題に適切にガイドしていくメンターのネットワークを

形成する。 先例としては、NSF の I-Corps プログラムがある[11] (詳しくは Appendix

参考)。これは研究開発が死の谷にも至らない段階から社会適用を見据え、適切にメン

ターと潜在的顧客との邂逅を促し、イノベーションを国全体で推進していく試みである。

図 11 は、死の谷の前の大学の研究から小さなビジネスに持って行く時の困難さを示し

ている。さらに、拠点毎に産、学、官・自治体、一般人の人たちによる価値創造の場を

実現する。ここで、人材育成とイノベーションを促進する場の実現を目指す。 
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図 11 研究から小さなビジネスへ持って行く時の困難 

 

しかし、この場とともに、地方やイノベーション創出のための機能を提供するプラッ

トフォームをともに提供する。ここで、地方やイノベーション創出のための機能とは、

ソフトウエアツール、アプリケーションツール、IT 環境、ファイナンス、企画、ビジ

ネスモデル設計、マーケティング、知財、エンジニア、3Dプリンターなどのラピッド

プロトタイプツールなど科学技術研究から出される種やアイデアを実現にもっていく

ための要素である。例えば、図 9のように、中小企業やベンチャーのための業務支援機

能を REALITY2.0 の世界やクラウドコンピューティングのクラウドの上で提供するなど

である。このように、人材育成といろいろな人たちが協業できる場と地方創成やイノベ

ーション創出の機能提供が一緒になり、それが国全体でのネットワーク（ファブリック）

を構成することを当施策は目指している。 

 

 

7. 社会・人文科学との連携により進める政策課題 

 

図 2 のように科学技術と社会の関係、知の創造や人類との関係を模索していく時代に

入って来た。このとき、適切な政策を適切なタイミングで実行し、社会的納得のもとで、

科学技術の恩恵を社会が適切に受けられる構造を作る必要がある。そのためには、思想、

哲学の発展と人文・社会科学との連携のもとに社会設計に取り組まなければならない。

政策課題の一例を挙げると次のようなものがある。 

1. 科学技術動向と社会の動きを見据え、プロアクティブに手を打てるような戦略

チームかシンクタンクの必要性 

2. 科学技術、とくに ITの急速な進歩と変化に適応する柔軟なファンディングスキ

ームの確立 

3. 社会目標 （例えば、社会コストの 20%削減） の達成を目的とする統合型研究提

案とマイルストーンに基づいたステージゲートによる資金配分  

4. 科学技術者、社会適用者、マスメディア、教育者、家庭のほとんどすべてに、

倫理観と社会的責務が要求される。SSH (Social Sciences and Humanities) と

ELSI (Ethics、 Legal and Societal Issues) の科学技術研究への組み込み 

5. 社会から信頼される科学技術者コミュニティーの確立 

6. 人文・社会科学のコミュニティーと自然科学のコミュニティーの場をつくり、

どのような社会の実現、問題の議論を絶えず行って行く体制の確立 
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7. 社会適用の層と科学技術の研究の層のフィードバックループを担保する施策 

8. 社会サービスプラットフォームにおける標準化、設計、運用が適正に行われる

ための施策 

9. e-サイエンスやオープンデータポリシーを適切に強力に進める施策  

10. 次世代の社会をリードする若者達に対する教育、研究機会創出、社会デザイン

への参画などの施策 

11. 社会適用の科学、REALITY2.0 時代の秩序などの新しい科学技術分野の確立 

12. REALITY2.0 時代に向けたサイバーとリアルの世界の融合の実行者（政府、企業、

個人）に対するインセンティブの確立 

 

近年、科学技術、特に情報技術の進歩は、目覚ましいものがあり、タイムリーに戦略

的に政策の手を打つことが肝要である。そのために、つねに、科学技術動向と社会の動

きを見据え、プロアクティブに手を打てるような戦略チームかシンクタンクを専任で設

置することが必要である。さらに、この科学技術、特に IT の急速な進歩と変化に適応

する柔軟なファンディングスキームの確立が望まれる。社会適用の科学とその実践では、

縦割りのディシプリンに沿ったボトムアップの研究募集だけではなく、例えば、社会コ

ストの 20%削減といった目的とする統合的研究提案募集にし、マイルストーンにしたが

ったステージゲートによって資金提供を変えることも必要だろう。 

 

また、科学技術とそのタイムリーな適用が社会や人々の幸福度や安定や富に直結する

時代がやってこようとしている。このとき、科学技術者、社会適用者、マスメディア、

教育者、家庭のほとんどすべてに、倫理観と社会的責務が要求される。その意味で、SSH

と ELSI を活動の根幹におかなくてはならない。欧州で、このことについて、2013 年に

Vilnius 宣言が出された。さらに、科学者を含む専門家集団が所属するコミュニティー

の利益代表者ではなく、社会から信頼される集団にならなければならない。このための

教育を含めた施策が求められる。また、人文・社会科学のコミュニティーと自然科学の

コミュニティーの場をつくり、どのような社会を実現するのか、新たな社会の問題の議

論を絶えず行う体制が必要になる。 

 

そして、社会サービスプラットフォームが提供するサービスについて、継続的なフィ

ードバックループを担保しなければならない。これはシステム全体が安定的に善なるも

のとして機能することを保証するためである。 
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直近では、（施策 4）の e-サイエンスやオープンデータポリシーを適切に強力に進め、

研究開発のグローバルな競争力を担保しなければならない。 

 

（施策 6）の萌芽的研究でも触れたが、次世代の社会をリードする若者達に対する教

育、研究機会創出、社会デザインへの参画などの施策が重要になる。 

 

最後に、従来、物理的世界の秩序によって発展してきた科学技術に対して、REALITY2.0

の世界の秩序の構築が喫緊の課題である。 
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